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互 助

公 助共 助

自 助

n一般財源による高齢者福祉事業等
n生活保護

n介護保険に代表される社会保険制度及び
サービス

nボランティア活動
n住民組織の活動

n当事者団体による取組
n高齢者によるボランティア・生きがい就労

nボランティア・住民組織の活動への公的支援

「自助・互助・共助・公助」からみた
地域包括ケアシステム

n自分のことを自分でする
n自らの健康管理（セルフケア）
n市場サービスの購入
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和光市の地域包括ケアシステムの構築

高齢者個別の課題及び地域の課題を把握（圏域ニーズ調査等）

介護保険事業計画等へ反映

地域包括支援ネットワーク（※）を構築

和光市コミュニティケア会議

①マクロの
計画策定
（市役所）

②ミクロのケアマネ
ジメント支援
（地域包括）

（※）「わがまち」の高齢者等の課題解決を図る支援基盤
医療系
サービス

介護保険
サービス

住宅
生活支援
サービス

福祉権利
擁護

個々のケアマネジメント支援
要介護者・家族に対する支援
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認知症リスク等の状況（ニーズ調査）
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和光市長寿あんしんグランドデザイン
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福祉各種事業計画とケアマネジメントの関係
（コミュニティケア会議が政策機能の核）

和光市が福祉各種事業計画の策定と事業運営を行うマクロな政策の視点は、個々のケ
アマネジメントのミクロ的な支援のあり方を考えることが重要である。そのポイントは、地
域ケア会議（和光市コミュニティケア会議）機能である。
保険給付の介護サービスと自費サービスのマネジメント支援も行っている。

和光市
コミュニティ
ケア会議

和光市
↓

統合型地域包
括支援センター

・介護保険事業計画
・サービス必要量
・サービス供給量
・フォーマルインフォーマル
・基盤整備

マクロ的な政策

・ケアマネジメント
・自立支援・予防
・重度化防止
・ケース調整
・人材育成

ミクロ的な支援
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介護予防の効果（和光市）

また、５歳刻みの各年齢別
階層においても認定率は全
国を下回っている。とりわけ
80～89歳以上では、10%以
上低率となっている。

図表：年齢階級別認定率

図表 要介護（要支援）認定率の推移 本市では、Ｈ15より全国に先駆
けて実施している介護予防の効
果により要介護認定率は低く安
定している。第５期中は減少傾
向となっている。

特別給付等の投入効果

地域支援事業の効果等

和光における自立支援型

マネジメントの効果が顕著

に現れたと考察する
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地域包括ケアシステムと地域ケア会議
すべての部署がアセスメントを行い、複合的な課題
が発見された場合は、他制度・他職種のチームケ
アにより一体的な支援を提供し、解決を図る。

複合的・潜在的な課題の発見が迅速になり、
必要サービスを適切に受けられる。

中央コミュニティケア会議
（高齢者部会）

ケアプランの応援支援

医療機関
急性期病院
亜急性期

回復期リハビリ病院
地域の連携病院

介護保険三施設
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

社会福祉協議会
福祉コーディネーター

民生委員・サポーター
自治会など

垂
直
統
合

水平統合

市役所
地域包括支援センター（5箇所）
ケアマネジャー・サービス事業者

外部助言者
（管理栄養士・PT・OT・歯科衛生士・薬剤師）

地域密着型サービス
定期巡回随時対応訪問介護看護

居宅サービス

介護基盤 医療基盤

認知症初期集中
支援チーム

医療機関
かかりつけ医

在宅療養支援
診療所

調剤薬局自費サービス
インフォーマル

※垂直統合：退院退所時
施設・病院との効果的連携

※水平統合：地域のサービス基盤の効果的連携
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専門病院

訪問看護（医療）

施設サービス

地域包括ケアシステムは住まいの確保が前提 ８



いわゆる混合介護について
• 総論的に、必要不可欠と考える
• そもそも要介護認定者の支給限度額超過分や保険算定範囲外
の支援に実体化している

• 混合介護による自費サービス導入の絶対条件として次の３点が
重要

① 保険者（自治体等）が主催する介護サービス事業者連絡会

等でルールとマナーを構築する公民連携視点が重要

② 居宅介護支援事業所、地域包括支援センターのケアプラン

の範囲及び地域ケア会議等の支援範囲に置くこと

③ 自費サービスであっても介護予防・重度化予防の視点が重

要
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保険外サービスの実態事例 等

• ケアプランによる保険給付の訪問介護に、年末の大掃除を
一時的に自費サービス利用（ボランティアサービスもあり）

• 一人暮らし閉じこもりの方の孤食による食事量低下・低栄
養・脱水等のリスクに、訪問介護ヘルパーによる共食の自費
サービス（自治体独自サービスもあり）

• その他 提言
• 一つの訪問介護事業所、介護保険指定・障害サービス指
定・子どもサービス指定や委託の複数指定の事業者に対す
る明確な基準緩和
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